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今月の最新ニュース 

「タイにおける介護・福祉産業について」 

 

  以前のレポートでも触れた通り、タイは現在、高齢化問題に直面しており、タイの介護ニ

ーズは年々上昇しています。その為、介護サービス、介護用品の流通など日系企業が参入でき

る市場もあり、事業者の注目を集めています。そこで、今回からタイにおける介護関連の情報

をレポートして参ります。今回は、タイにおける介護・福祉産業の現状をレポートします。 

 

 タイの要介護高齢者(60 歳以上)は約 150 万(内、約 20 万人が寝たきりの要介護高齢者)と推

定されており、この数は 2030 年までに倍になると予測されています。タイでは、高齢者の介

護は仏教思想の基、家族が行うという考えが残っています。タイには、日本の介護保険にあた

る公的な介護保障の仕組みは存在せず、政府の方針も高齢者を支える第一主義は家族とコミュ

ニティ（地域の方々）であり、補完的に政府の介護サービスを提供することになっています。

しかし、家族への負担の増加やバンコクなどの都市部においてコミュニティベースでの支援が

困難になってきているのが現状です。 

 

 上記の政府による介護サービスは 3 つ存在します。「保険ボランティア」・「高齢者在宅ケ

アボランティア」「社会開発・人間の安全保障ボランティア（Social Development and Human 

Security Volunteer）」です。保険ボランティアは全国で約 100 万人が活動しており、地域内の

全年齢を支援対象として、高齢者だけでなく身体障碍者の方々への支援も行っています。具体

的な活動内容は，定期的な家庭訪問による食事指導や、バイタルチェック等が挙げられます。

高齢者在宅ケアボランティアは約 8 万人が活動しており、支援対象は高齢者となります。活動

内容は保健ボランティアと同様ですが、服薬支援や医療機関を受診する際の同行なども含まれ

ています。社会開発・人間の安全保障ボランティアは、有償ボランティアとなります（保健ボ

ランティア・高齢者在宅ケアボランティアは月に数百バーツの活動手当があるのみ）。その活

動原資のためにタムボン介護基金が設立され、支援が開始。この有償ボランティアはケアギバ

ーと呼ばれています。ケアギバーは保健省によって学歴などの資格が定められ、70 時間の研修

が必要となります。ケアギバーの対象者は寝たきり、外出が困難な要介護高齢者となってお

り、各々のケアプランに沿った介護サービスが提供されます。上記の 3 つのボランティアを兼

業されているも方も多くいるのが現状です。 

 

 上記のような在宅サービスだけでなく、民間の事業者によって介護施設とデイサービスが提

供されています。介護施設は全国に約 700 カ所あり、低中所得者層のタイ人も利用していま

す。介護施設の費用は月額 5,000THB（約 2 万円）～30,000THB（約 12 万円）、デイサービ
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スは日額 700THB（約 2800 円）～1,200THB（約 4800 円）となっています。バンコクやリゾ

ート地にはタイ人の富裕層や外国人向けの大型リゾート介護施設も存在します。また、大型私

立病院は施設内に介護施設を併設し、病院との提携をはかる取り組みも行っています。 

 

 民間事業者が増加しているものの、低所得の方々は、民間サービスは経済的な問題で利用で

きず、政府の介護サービスに依存しているケースが多いため、今後、政府の介護サービスを拡

大させる必要があります。急激な介護ニーズの増加に伴い、家族介護・コミュニティベースの

介護ケアの限界など多くの課題があり、高齢者介護サービスの整備・拡大、民間介護事業者の

増加が望まれます。一方で見方を変えれば、市場参入のチャンスがあるとも言えるため介護事

業に注目が集まっています。 

 

 

 

 

 

 高価格帯の介護施設 

       
 

低・中価格帯の介護施設 
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図１ 政府の介護ボランティア制度 

ボランティア名 利用対象者 利用者負担 ボランティアへの補償 運営・管轄省庁 

保険ボランティア 全年齢 負担なし 

無償 

(管轄の保健省から交通費など

少額の活動経費が支給) 

保健省 

高齢者在宅ボランティア 
60 歳以上の 

高齢者 
負担なし 

無償 

(管轄の各自治体から少額の活

動経費が支給) 

各自治体 

社会開発・人間の安全保障 

ボランティア・ケアギバー 

介護が必要な 

高齢者 
負担なし 

有償 

(タイ国民医療保障事務局

(NHSO)が予算支出する 

「タンポン介護基金」から支給) 

社会開発・人間の安全保障省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

大阪産業局 タイビジネスサポートデスク 

株式会社NCネットワーク(タイ: NC BIZ CENTER (THAILAND) CO., LTD.) 

日本事務所：東京都台東区東上野１丁目１４番５号 ユーエムビル８階 

タイ事務所：142 Two Pacific Place Unit 1101 11F, Sukhumvit Road, 

     Khlongtoei, Khlongtoei, Bangkok 10110 THAILAND 


